
“倒産・解雇などによる離職” (特定受給資格者) や 

“雇い止めなどによる離職” (特定理由離職者) をされた方へ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～以下の手順にしたがってお手続きください～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年４月から 

国民健康保険税が軽減されています。 

お手続き方法は右欄を御覧ください。 

 

 

 

 

① ② 

 

① 会社から離職票が 

発行されます。 

② 離職票及び必用書類等を

持参し、公共職業安定所（ハ

ローワーク）で雇用保険の

手続きを行います。 

 

③ 後日、ハローワークから 

雇用保険の受給資格者証が 

渡されるので「１２．離職 

理由欄」の離職理由コード 

を確認します。 

③ 

 
※ 重 要 

１２．離 職 理 由 

○○ 

以下のコードの記載がある 

かどうか確認します。 

＜特定受給資格者離職理由コード＞ 

１１・１２・２１・２２・ 

３１・３２  

＜特定理由離職者離職理由コード＞ 

２３・３３・３４ 

 

④ 

  

住民ほけん課 

国保年金担当窓口 

松伏町役場 

公共職業安定所 

（ハローワーク） 会社 

雇用保険の 

受給資格者証 

④ 上記のコードが記載されて

いる場合には、雇用保険の受

給資格者証、保険証及び本人

確認書類をお持ちのうえ、松

伏町役場住民ほけん課国保年

金担当窓口で「特例対象被保

険者等申告書」を御記入くだ

さい。 

～以上で手続きは完了です～ 

国民健康保険税の減額手続きについて 

離職票 

≪お問い合わせ先≫ 

松伏町役場住民ほけん課 国保年金担当 ＴＥＬ：０４８－９９１－１８６８ 

国民健康保険税は、前年の所得などにより算定されます。 

軽減は、前年の給与所得を３０／１００とみなして行います。 

※ 具体的な軽減額などは、担当までお問い合わせください。 

軽減額は？ 

離職日の翌日から翌年度末までの期間です。 

※ 雇用保険の失業等給付を受ける期間とは異なります。 

※ 国民健康保険に加入中は、途中で就職した場合であっても、引き続き軽減

の対象となります。 

軽減期間は？ 

制度が始まる前１年以内（平成２１年３月３１日以降）に離職された方は 

平成２２年度に限り国民健康保険税が軽減されます。 

※ ただし、平成２１年度の保険税は対象となりません。御了承ください。 

制度が始まる前の 

失業は対象外ですか？ 

離職時の年齢が６５歳未満で、 

離職の翌日から翌年度末までの期間において、 

（１）雇用保険の特定受給資格者（例：倒産・解雇などによる離職） 

（２）雇用保険の特定理由離職者（例：雇い止めなどによる離職） 

として失業等給付を受ける方です。 

※ 特例受給資格者証や高年齢受給資格者証をお持ちの方は対象となりませ

ん。御了承ください。 

対象者は？ 


